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株式会社ブライトテーブルの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 
 

 

当社は、本日、2024 年 11 月 20 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社ブライトテー

ブルの株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本件は適時開示基準を超えない任意開示となります。 

 

１． 株式の取得の理由 

当社は、ライブ配信サービス「ふわっち」を主要事業としながら、創業以来、"時代の変化に合

わせたスピーディーなサービス開発"で多数の事業を創出し続けて参りました。今後は、中長期で

の更なる成長及び収益源の多角化を図っていくため、当社の強みでもあるサービス開発力を原動

力とし、既存事業の成長だけでなく、新規事業の創出にも積極的に取り組む方針であります。 

株式会社ブライトテーブル（以下、対象会社という。）は、飲食店の予約代行サービスを展開

し、Web 予約非対応の飲食店でも利用可能な、飲食店への予約電話代行アプリ「Pecotter（ペコ

ッター）」の開発・運営を行っております。飲食店予約代行サービス「ペコッター」の運営やイ

ンバウンド向け事業の展開を目指す等、「世界中の食卓を明るくにぎやかにする」をミッション

として掲げる企業であります。 

対象会社が事業成長のために必要とするマーケティングやサービス運営に関する知見やノウハ

ウ、並びにエンジニアリソースを、サービス開発力を強みとしてライブ配信サービスをはじめと

する一般消費者向けサービスの提供により長年培ってきた当社が提供することで、対象会社の飲

食店予約代行事業の更なる成長に寄与できるものと考えております。 

当社としては、本株式取得を通じ、将来的に飲食店予約代行の隣接領域を含めた新たな一般消

費者向け事業領域への展開に寄与し、当社グループ全体の中長期にわたる企業価値の向上が可能

になると判断し、本株式取得を行うことといたしました。 

 

 

２． 異動する子会社（株式会社ブライトテーブル）の概要 

（１） 名 称 株式会社ブライトテーブル 
（２） 所 在 地 東京都中野区弥生町五丁目 17 番 12 号 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 松下 勇作 
（４） 事 業 内 容 飲食店予約代行サービス「ペコッター」の開発・運営 
（５） 資 本 金 40,000 千円 
（６） 設 立 年 月 日 2012 年 2 月 2 日 
（７） 大株主及び持株比率 松下 勇作（100％） 

（８） 上場会社と当該会社 
と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 
人 的 関 係 該当事項はありません 
取 引 関 係 該当事項はありません 



 
３． 株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 松下 勇作 
（２） 住 所 東京都中野区 

（３） 上 場 会 社 と 
当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係・人的関

係・取引関係、関連当事者への該当状況について、該当事項

はありません。 
※なお、当該会社は当社が発行済全株式を取得後に株式会社 C Inc.に商号変更をする予定です。 

 

 

４． 取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 
0 株 
（議決権の数：0 個） 
（議決権所有割合：100.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 86,311 株 
（議決権の数：86,311 個） 

（３） 取 得 価 額 

取得価額につきましては、相手先との協議により非開示とさ

せていただきます。なお、取得価額は直前連結会計年度の末

日における連結純資産額及び直前事業年度の末日における純

資産額の15％未満であり、開示基準には該当しておりませ

ん。 

（４） 異動後の所有株式数 
86,311 株 
（議決権の数：86,311 個） 
（議決権所有割合：100.0％） 

 

 

５． 日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2024 年 11 月 20 日 
（２） 契 約 締 結 日 2024 年 11 月 21 日（予定） 
（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2024 年 12 月 1 日（予定） 

 

 

６． 今後の見通し 

本株式取得により 2024 年 12 月１日付で株式会社ブライトテーブル（2024 年 12月２日付で商

号変更し、株式会社 C Inc.）は、当社の連結子会社となる予定であります。 

なお、本株式取得による当社の 2025 年３月期の連結業績に与える影響は軽微であります。 

今後、当社の連結業績等に重要な影響を与える事象が発生した等の開示すべき事項が発生した

場合には、速やかにお知らせいたします。 

 
以上 


